

東千葉メディカルセンター医事業務委託契約に係る業者選定実施要項

１　趣旨
東千葉メディカルセンター（以下「当センター」という。）における患者応対業務や診療報酬請求業務をはじめとする医事業務全般を専門知識、経験及び実績を有する事業者が担うことによって、円滑かつ効率的に業務遂行されるとともに、患者サービスの向上及び病院経営の改善にも資することから、本業務を実施するのに相応しい事業者を委託契約先とするため、千葉県内の自治体病院における一定以上の実績のある業者の提案内容及び見積額により優先交渉権者を選定するものである。

２　委託の概要 
（１）委託名称　　東千葉メディカルセンター医事業務委託
（２）業務内容
ア　東千葉メディカルセンター医事業務委託仕様書（以下「仕様書」という。）に記載の業務
イ　委託業者が提案を行った業務
（３）委託期間
令和９年４月１日から令和１２年３月３１日まで
※ただし、契約締結後から令和９年３月３１日までの間に現受任者から業務の引継ぎを受けること。当該引継ぎに係る費用負担は新受任者の負担とする。
（４）委託金額の上限（消費税及び地方消費税相当額を除いた額）
ア　総額　金９５７，６００，０００円以内（３年間）
イ  月額	金２６，６００，０００円以内

３　業者選定実施スケジュール
令和８年　１０月　８日（木）～１１月１６日（月）公示期間
令和８年　１０月　８日（木）　　質問書受付開始
令和８年　１０月１９日（月）～１０月３０日（金）現場説明（見学）
（このうち９時から１７時までの時間帯）
令和８年　１０月３０日（金）　　質問書提出締切（１７時）
令和８年　１１月　２日（月）　　企画提案書提出受付開始
令和８年　１１月　６日（金）　　質問に対する回答通知
令和８年　１１月１６日（月）　　参加申請書・企画提案書提出締切（１７時）
令和８年　１１月１９日（木）　　プレゼンテーション・ヒアリング審査実施
令和８年　１１月２０日（金）　　優先交渉者決定（結果通知）
令和８年　１１月２０日（金）～　契約交渉
令和８年　１２月　１日（火）　　契約締結・業務引継開始
令和９年　　４月　１日（木）　　業務開始

４　選定方法
千葉県内の自治体病院における一定以上の実績のある業者（５応募資格のとおり）から、応募した業者に対し、提案内容及び見積額を総合的に評価し、最も優れた提案を行った者を優先交渉者として選定する。
なお、優先交渉者と契約に至らない場合は、次点の者と契約交渉を行う。
提案内容の評価は、当センター理事長を始めとしたセンター職員で構成する東千葉メディカルセンター医事業務委託契約に係る業者選定審査委員会（以下「審査委員会」という。）において、書面によるほか、プレゼンテーション及びヒアリングを通じて行う。

５　応募資格
参加する者は、本業務を履行するために必要な能力を備えた単独法人とし、次の事項をすべて満たす者であること。
（１） 次の各号の名簿に登録されている者であること。（証明する書類を提出）
ア　千葉県の令和８・９年度版物品等入札参加業者適格者名簿
イ　東金市の令和８・９年度建設工事等入札参加業者資格者名簿
ウ　九十九里町の令和８・９年度建設工事等入札参加業者資格者名簿
エ　令和元７・８・９年度全省庁統一資格審査結果通知書　等級A以上（地域問わず）
（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者で次の各号にも該当しない者であること。
ア　手形交換所による取引停止処分を受けてから、２年間を経過しない者
イ　当該業務の業務提案書提出日前６か月以内に不渡手形又は不渡小切手を出した者
ウ　会社更生法（令和１４年法律第１５４号）の更生手続開始の申立てをした者で、同法に基づく裁判所からの更生手続開始決定がされていない者
エ　民事再生法（令和１１年法律第２２５号）の再生手続開始の申立てをした者で、同法に基づく裁判所からの再生計画認可決定がなされていない者
オ　千葉県知事、東金市長又は九十九里町長から指名停止措置等を提案書の提出日から契約書締結の日までに受けている者
カ　東金市暴力団排条例（平成２４年東金市条例第１１号）第９条又は九十九里町暴力団排除条例（平成２４年九十九里町条例第１０号）第９条に規定する暴力団員等又は暴力団密接関係者
（３）令和５年度から令和８年度までに、２００床以上の千葉県内の自治体病院（ＤＰＣ対象病院であり、且つ電子カルテ導入病院に限る）３つ以上において、３年以上継続した医事業務を履行した実績を有する者。
[bookmark: OLE_LINK1]６　総合評価一般競争入札参加申請書の提出
参加を希望する者は、提出期限までに総合評価一般競争入札参加申請書及び関係資料を提出すること。
（１）提出期限　　　令和８年１１月１６日（月）１７時（必着）
（２）提出場所　　　後記１４とする。
（３）提出方法　　　持参または郵送
（４）提出書類
ア　参加申請書（様式第１号）
イ　誓約書（様式第２号）
ウ　提案事業者に関する調書（様式第３号の１、２）
エ　前記「５．応募資格（１）、（３）」の要件を満たすことを証明する書類
「（３）の要件を満たすことを証明する書類」とは、類似業務の受託実績を証明する書類を意味し、業務実績の中から直近の実績１件分のみ契約書の写しを提出すること。

７　現場説明（見学）の開催（５応募資格を満たす参加申請書提出者のみ受け付ける。）
（１）開催日
令和８年１０月１９日（月）～１０月３０日（金）　９時から１７時までの時間帯
（２）申込み方法
見学を希望する者は、総合評価一般競争入札参加申請書（様式第１号）に、日付、申込者、担当者を記載し、現場見学を「希望する」に印をつけて提出すること。
（３）開催日時の決定
参加申込みした者（参加申請書に記載された担当者）に対して、開催時間を連絡する。
（４）所要時間　　９時から１７時までの時間帯内
（５）参加人数　　参加者は各社３名までとする。

８　実施要項等に関する質問
実施要項等に対する質問がある場合は、所定の様式を用い、電子メールに添付して後記１４宛に送信すること。なお、質問書を電子メールで送信した場合における着信確認は、提出者が行うこと。
（１）提出期間　　　令和８年１０月８日（木）～１０月３０日（金）　１７時（必着）
（２）質問資格
５応募資格を満たす者のみの質問を受け付ける。ただし、質問以外の内容については受け付けないこととする。
（３）質問様式　　　様式第４号を用いること。
（４）質問方法
質問は、質問者が様式第４号に質問を記載し、電子メールにファイル添付して行うこと。
（５）回答方法
質疑に対する回答は当センターＨＰに公開する。なお、本回答は実施要項等のすべての資料と同様の効力を持つ。
（６）回答予定日　　令和８年１１月６日（金）

９　企画提案書等の提出
参加を希望する者は、仕様書に従い、提案書及び関係資料を提出すること。
（１）提出期間　　　令和８年１１月２日（月）～　１１月１６日（月）１７時（必着）
（２）提出場所　　　後記１４とする。
（３）提出方法　　　持参または郵送
（４）提出書類
ア　提案提出書（様式第６号）
イ　業務実施体制に関する調書（様式第７号）
ウ　委託業務の具体的な内容・提案に関する調書（様式第８号の１～１０）
エ　見積書（様式第９号）※積算内訳については、任意の様式とする。
（５）委託業務の具体的な内容・提案に関する調書（様式第８号）の提出様式
ア　用紙サイズ　　Ａ４
イ　用紙の向き　　縦型、横書き、左綴じ
ウ　文字サイズ　　１０．５ポイント～１１ポイント
エ　提案枚数　　　１提案課題につき２枚まで（片面印刷）
（６）提出部数　　　正本１部、副本８部（副本は複写可）
上記正本の電子データ（ＣＤ等に保存）
（７）留意事項
ア　提案書は、電子データによる提出を考慮し、Microsoft Office製品を使用して作成すること。
イ　提案書に記載する言語は日本語、通貨は日本円、単位は日本の標準時及び計量法とすること。
ウ　見積書（様式第９号）に記載する金額は、契約期間の総額とすること。（消費税及び地方消費税相当額を除いた額とすること。）
エ　提案内容は、解りやすい表現で簡潔な文章とすること。
オ　使用する用語は、一般的、標準的なものとし、専門用語や提案者の会社内のみで使用されている用語等には注釈を入れること。
カ　提案書にはページ番号を記載し、課題番号順に一冊のファイルに編纂して、インデックスラベルを付すこと。なお、補足資料等添付書類がある場合は別綴じとすること。
キ　提出された提案書の内容に疑義がある場合、提案者に対して内容に関する照会や補足資料の提出を求めることがある。

１０　プレゼンテーション・ヒアリング審査の実施
企画提案書等の提出を踏まえ、審査委員会において、提案内容に関するプレゼンテーション及び参加者に対するヒアリング審査を行う。
（１）実施期日　　　令和８年１１月１９日（木）
審査開始時刻は、別途、当センターより通知する。
（２）実施場所　　　当センター２階　会議室
（３）出席者数　　　出席者は３名以内とする。なお、本業務で配置を予定する業務責任者（または候補者）を出席させること。
（４）実施方法
ア　プレゼンテーション・ヒアリング審査で求める内容は、提出した「委託業務の具体的な内容・提案」の内容に沿った説明のほか、当センターからの質疑に対する回答とする。審査時間は１社当たり４０分（説明時間２０分、質疑応答２０分）程度とする。
イ　プレゼンテーションは提出した提案資料に加え、プロジェクターを使用しても良い。パソコン・プロジェクターは当センターで準備するが、マイクロソフト社のPower Point2019に対応したデータで作成すること。
ウ　プロジェクターを使用する場合の機器等の設定に要する時間はヒアリング審査の時間に含まない。
エ　プレゼンテーションに参加できない場合は、提案書類のみにより審査を行う。

１１　優先交渉者の選定
（１）審査方法
ア　優先交渉者の選定にあたり、審査委員会が提案書及びヒアリング内容について、公平かつ客観的に審査を行う。
イ　評価点が最も高い参加者を優先交渉権者として特定する。最高得点の者が複数あった場合は、審査委員会の議決により選定する。
ウ　審査委員は、別添資料１「東千葉メディカルセンター医事業務委託契約に係る企画提案の評価基準」に示した評価基準に従って評価を行う。また、各審査委員の評価点の平均をもって審査委員会の評価点とし、これをもって参加者の評価点とする。
（２）失格事由
次に掲げる事項のいずれかに該当する場合、失格とする。
ア　提出期限を経過して書類が提出された場合
イ　提出書類に虚偽の記載があった場合
ウ　会社更生法の適用を申請する等、契約履行が困難と認められるに至った場合
エ　審査の公平性を害する行為があった場合
オ　前記各号に定めるもののほか、提案にあたり著しく信義に反する行為等、審査委員会が失格であると認めた場合
（３）審査結果の通知
ア　審査結果は、すべての参加者に書面により通知する。
イ　選考の理由、選考結果に対する問い合わせ、異議等には一切応じない。
ウ　通知は、令和８年１１月２０日（金）を予定する。
（４）参加者の提案書等の公表
すべての参加者の提案書等は公表しない。

１２　契約について
（１）医事業務の業務委託については早急な受託者の選考が求められ、地方独立行政法人東金九十九里地域医療センター契約規程第２２条１項５号に該当するため、選定の結果、優先交渉者と詳細な業務の内容及び契約条件について協議し、合意した後に、予算の範囲内で随意契約により委託契約を締結する。
（２）優先交渉者として選定された者が入札参加停止措置を受けることになった場合や、辞退その他の理由から当業務の実施が不可能となった場合には、順次、次点者以下の参加者と交渉を行うものとする。
（３）優先交渉者が地方独立行政法人東金九十九里地域医療センター契約規程第２９条各号に該当しない場合は、同第２８条に定めるところにより、現金または担保をもって、契約金額の１００分の１０以上の契約保証金を納めるものとする。なお、契約保証金は、契約を履行し、かつ、検査が終了した後に還付する。

１３　その他の留意事項
（１）本案件に参加する費用は、すべて参加者の負担とする。
（２）書類提出後の企画提案等の修正または変更は一切認めない。
（３）提出された書類は一切返却しない。
（４）参加申込者が１社の場合であっても審査を実施する。ただし、参加申込がない場合は、本業者選定を中止する。
（５）本における審査委員会の評価が、一定の水準を満たさない場合は、審査委員会の判断により、提案書は採用されない場合がある。
（６）提出書類の著作権は参加者に帰属する。ただし、地方独立行政法人東金九十九里地域医療センター及び当センターが本案件の報告、公表等のために必要な場合は、提出書類の内容を無償で使用できるものとする。

１４　提出先・問い合わせ先
（１）所在地　　　　　　　〒283-8686　千葉県東金市丘山台三丁目６番地２
（２）担当部署　　　　　　東千葉メディカルセンター　管財課　用度係
（３）電話番号　　　　　　0745-50-1199（代表）
（４）メールアドレス　　　new-yodo@tkmedical.jp（要確認）

別添資料１
東千葉メディカルセンター医事業務委託契約に係る企画提案書の評価基準
１　評価点の内訳
（１）総合評価点は２６０点満点とし、得点配分は企画提案書評価点１６０点、価格点１００点とする。
（２）企画提案書評価点は、提案内容の得点とする。
（３）価格点は、見積価格の得点とする。
	評価要素
	配点

	A　企画提案書評価
	　160　点

	B　価格点（見積価格）
	　100　点

	C　総合評価点
	A　+　B
	　260　点



２　企画提案書の評価基準
	評 価 項 目
	配点

	組織体制
	業務責任者の適性、能力
	10

	
	支援体制
	10

	
	従事者の実務教育及び接遇などの具体的計画
	5

	
	人員配置計画（各部署へのリーダ配置）
	10

	
	非常時の業務継続体制
	10

	
	小計
	45

	業務品質
	進行管理及び資質向上
	10

	
	業務改善の提案
	10

	
	病院職員とのコミュニケーション
	10

	
	請求精度向上
	10

	
	査定・返戻及び再審査請求等への対応
	10

	
	保留レセプト対応
	10

	
	未収金対策
	10

	
	会計処理対策
	10

	
	保険証確認対策
	10

	
	外国人患者への対応
	5

	
	窓口現金取り扱い適正化
	10

	
	病院経営
	10

	
	小計
	115

	
	合計
	160
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